
1 第 3号 様式 (第15条関係)

事 業 者 排 出 量 削 減 報 告 書 ′か

京都府八幡市人幡沢 1番 地

京都府地球温暖化対策条例第 19条 の規定により提出します。

符定革菜者の

主たる業種
〒侑市、坂暢市 八 時市、久仰山町、子治田原町、オ予町管円の し尿収果友び達船並びにこみの甲経達眼にFt5する菜栃、及び一月文残業物の処

理施設

該当する事業

者要件
マ

　

一

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換算して1,500キロリットル以上))

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又はバス100台以上/タ クシー150台
以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第4号該当事業者 (その他の温室幼果ガスの大規模排出事業者 (二酸化炭素に換算して3,000ト
ン以上))

「

計 画 期 店 平成 18年   4 月  ～  平 成 20 年 3月

基 本 方 針 ツサイクルの唐英による廃ブラスチック混入率の肖1や廃粟物消J減、 ISO活 動及びエヨ事業所活動くISOサ イ ト外のエコ活動)による省エネ

推 進 体 制 地球 温 暖 化 防 上 の包 お 的 な TE遅 は 、 卑 仕 副 管 理 君  草 葉 酎;長 施 設 司I長 亭 茉 ヨ;理事  企 画 参 事 で 榛 成 す る 1地球 温 嵯 “ヒ対 宋 荘 tE会 議 」 で 行
9

鼻
細

置中中申
年
体
及

年度 設備、対象、工P.等 措 置 内 容

18年 度 工場運転部門 廃棄物発電開始

18年 度 I S O認 証サイ ISO活 動と運動した温暖化対策 (省エネ活動等)

18年 度 ISO選 紅サイ ト外 =ヨ 事業所活動による省エネ活動

ス

等

却囃
温

の リト出区分
塗 年 十 度 く兵 綬 ,

(17)年 度

〈二酸fL決繋装寮 (t))

日環 牛 反 (計 凹 リ

(19)年 度

(二醸 lL決薫換琉 (t) ) 咋鉤∽

報行牛慶 (実積,

(18)年 度
(二酸化炭嘉換算 (1))

時動∽A事 業所等排出区分 8,409 t 8,409 t 00 % 7547 0 t i-103 %

B輸 送車両排出区分 t ` % t %

cそ の他排出区分 31,709 t 31,709 t 00 % 34,479 t 1   87%

排出合計 1       40,1lS t 2        40,113 t 0 % 4                  42,026 t i  48弘

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画) 報告年度

縁組量等 (二般化炭素換寡 くt 取組曇等 ( =霞 化瑛素泰算 くt

1林の保全及び整 (睡ngttIA ha (吸収丑〉 t (盤綿面積| (吸収 量) t

内産の木材の利用 (利用底〕 (削滋畳) ( 和! 周■) (百,減よ) t

自然エネルギーを本じ用した
電力又は熱の供給

(売電量) kn l (削減量) t (完電出) k7h (埼サ滋曇) t

(熱サ【浩量 C」 (HJ浅工) t (熱供格量| C J (吉t減畳) t

タツーン電力の購人 (nt入畳) kvh 〈制滋量) t (唯入量) k,h く朗〕:t量) t

削減望等合計 t t

差引排出量

く排出合計―朗液時合排)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減尊 (計画) 報告年度 (実績)      1削 減手(菊〕

40 118 t
【“)て■0)    40 118 t 0 0“ % ●4 て,|】                      42026 0  t 1   4 8  %

特 記 事 壕
る。平成18年 度は肖け滅途中て
だし平成17年 度の排出係数に
lt用する排出係数を使用した。

あり、今後も更に努力することとしてし
ヨリ房 す る 日環 を 路 fテ【 い

7年度と同数値とした。る平成 19年 度の目標値は、平成 1 た

目標年度うを中ではあるが、 ISO活 動やエコ事業所活動の効果て、事業所尊排出区分の排出量は着実に減少している。

遭 絡 先 担 当 部 暑

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

ファクシ ミリ書号

注 1 核当する日には レ印を記入してください 特 定事業者以外の事業者の方はレ印の記入は不要です。
「基準年度Jと は計画期間の前年度を  r母 標年残jど は計画期岡の震終年度を 「報告年度Jと は計画期間のうち 今 回報告のrl報となる年度をいいま汽
「事業所や排出区分Jと は京都rf内の事業所等の事業活動のためのエネルギーの■用に伴い発生する注室効果ガスを f輸 送車両排出区分Jと は自動車運送事衆者についてri使用の本樋の位
置を京都府内とする草両の排出するIB室効果ガスを 鉄 道事衆者についてfi保有する貨物車両スは旅客荘両の」F出する温室効果ガスを  「そのに排出区分Jと は上記以外の京都府内における
事業所守の事業活動に件い発生するた壼効果〃スをいいます。

「その他の地球ほ暖化対策によるB室 効果ガスの制度量守」の実減については 計 画期間中の家練の累計を記入してください。
(例)タ リーンを力の購入によるこ室効果ガスの削滋案練が 13年 度5トンで19年度10トンのjtR合 19年 度の報告書の実績については 18年 度と19年 度の実績を累計し15トンと記入

5「 村2事 項Jに ,i、平成2年皮 (1990年 度)を 基準とした擁出量の対比やエネルギー原単位Cl緋出Et 省エネ製品開発などlt の々ほ室効果ガス排出剖崩への貢献 グ リーン調避の採
lR 特定クロンなどの条例指定外の長室効果〃スの制滋などを記入してください。


